
1 
 

 

 

【策定趣旨】 

○急速な少子高齢化が進むなか、「団塊の世代」が75 歳以上となる平成37(2025)年には、医療や介護を必要とす

る方が現在より大幅に増加します。そのため、患者それぞれの状態にふさわしい医療を効率的に提供するための

体制づくりが急務となっています。 

○こうしたなか、医療法の改正により、県は、地域における将来の医療提供体制のあるべき姿を示す「地域医療構

想」を策定することとなりました。 

○地域医療構想は、地域ごとの医療機能の現状や将来的な医療ニーズなどのデータに基づく見通しを踏まえ、その

地域にふさわしい医療提供体制や方向性を示すビジョンであり、大分県医療計画の一部として策定するものです。 

【策定体制】 

○地域医療構想を策定するにあたっては、構想区域ごとに、受療関係者や医療関係者、行政を含む地域の関係者か

らなる協議の場として「地域医療構想調整会議」を開催し、また県全体の協議の場として大分県医療計画策定協

議会でも議論を重ね、大分県医療審議会に対して最終的な諮問を行い、策定に至りました。 

○こうした協議の場のほかにも、県民に対する意見募集（パブリックコメント）や、市町村、関係団体等へ照会を

行い、意見の反映に努めました。 

 

 

【人口減少・高齢化の進展】 

○本県の人口は昭和60(1985)年以降減少傾向に入っており、平成37(2025)年には109万４千人となり、その後も

減少を続けると推計

されています。 

○高齢化率(65 歳以上

人口の割合)は平成

27(2015)年時点で３

割を超えており、全

国平均に先行して高

齢化が進んでいます。

今後も急速に上昇を

続け、平成37(2025)

年には３人に１人が

高齢者となる見込み

です。 

 

 

○構想区域は、将来の医療需要や病床の必

要量などを推計するにあたって、一体的

な地域単位として設定するものです。本

県では、現行の６つの二次医療圏と同一

の区域とします。 

 

 

 

 

 

 

【病床の機能区分】 

○地域医療構想では、病床の機能を４つの区分（高度急性期、急性期、回復期及び慢性期）に分類し、将来推計を

行います。 

 

 

【医療需要の推計】 

○平成37(2025)年の医療需要（入院患者＋在宅医療等患者）を推計します。 
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高度急性期：急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供するもの 

急性期：急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期：急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能 

慢性期：長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

地域医療構想の策定にあたって

大分県地域医療構想の概要 
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将来における医療需要の推計 
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※入院需要の算定式：H25(2013)年度の性・年齢別の入院受療率×H37(2025)年の性・年齢別の推計人口 

※在宅医療等の推計に含まれる医療需要：訪問診療を受けている患者、介護老人保健施設の入所者 等 
（在宅医療等の需要には、現在は入院で対応しているが、比較的軽症で、将来は在宅医療等で対応できる
と見込まれる患者分を含んでいる） 
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○都道府県間、構想区域間それぞれの患者の流出入による増減分を調整したうえで、機能区分ごとに設定された病

床稼働率で医療需要を割り戻すことにより平成37(2025)年に必要な病床数を推計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構想区域ごとの必要病床数
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 未選択等 計

必 要 病 床 数 (2025年) 1,295 4,908 5,391 3,055 14,649
病床機能報告 (2014年) 1,327 10,216 2,127 3,842 1,292 18,804

必 要 病 床 数 (2025年) 265 996 1,223 793 3,277
病床機能報告 (2014年) 492 1,997 579 1,233 354 4,655
必 要 病 床 数 (2025年) 759 2545 2571 1463 7,338
病床機能報告 (2014年) 826 4585 897 1286 520 8,114
必 要 病 床 数 (2025年) 60 305 447 128 940
病床機能報告 (2014年) 3 894 128 177 21 1,223
必 要 病 床 数 (2025年) 33 177 223 175 608
病床機能報告 (2014年) 0 542 117 208 46 913
必 要 病 床 数 (2025年) 55 245 369 141 810
病床機能報告 (2014年) 6 780 114 292 228 1,420
必 要 病 床 数 (2025年) 123 640 558 355 1,676
病床機能報告 (2014年) 0 1418 292 646 123 2,479
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•回復期病床の将来的な不足が見込まれるため、急性期病床からの機能転換が必要

•在宅医療等の需要の増大に対応できるよう、受け皿としての体制整備が必要

将来推計から明らかになった本県の課題

病床機能報告：病院・診療所が自ら有する病床の機能を病棟単位で選択し、県に報告したもの（自主選択）。 
必要病床数の機能区分：医療資源投入量（患者に提供される医療を１日当たりの診療報酬の出来高点数に

より換算した額）による定量的な区分。 
※両者の比較には留意が必要。 

【基本的考え方】 

○地域医療構想は、将来のニーズを客観的データにより見通したものであり、進むべき一定の方向性を示した指
針です。 

○「病床削減ありき」ではなく、高度急性期から回復期、慢性期、在宅医療に至るまで、患者の状態に応じた適

切な医療を切れ目なく提供するため、不足する医療機能をいかに充実させていくかという視点が重要です。 

【施策の方向性】 
①病床機能の分化・連携の推進 

《課題》 
・限られた医療資源で増大する医療・介護ニーズに対応するため、急性期から回復期、慢性期の入院医療
だけではなく、在宅医療や介護施設等まで含めた機能分化・連携による効率的な医療提供体制の構築が

必要です。 
《施策の方向性》 

・各医療機関の自主的な取組を基本とし、地域医療構想調整会議での協議等により、医療・介護の幅広い

関係者間で地域のニーズを踏まえたきめ細かい議論を行います。 
・急性期からの転換を含めた回復期病床の整備等に対して、地域医療介護総合確保基金等を活用した財政
的な支援を行います。 

②在宅医療等の推進 
《課題》 

・今後ますます増加する在宅医療ニーズに対応するため、地域の実情に応じた在宅医療（介護サービスを

含めた）提供体制の構築が必要です。 
《施策の方向性》 

・地域での情報共有の促進や、在宅医療にかかる人材確保・育成等により、在宅医療と介護の連携体制の

充実を図ります。 
③医療従事者の確保・養成 

《課題》 

・医師・看護師に加え、リハビリテーション職種や医療ソーシャルワーク関連職種の確保のほか、介護ニ
ーズの増加に対する介護従事者の確保も必要です。 

《施策の方向性》 

・医療従事者や介護従事者の、人材確保と資質向上を図るとともに、勤務環境の改善等を図ります。 
④健康寿命の延伸 

《課題》 

・県民自らが生活習慣病の発症予防と重傷化予防の行動を実行に移すとともに、社会全体で県民の健康を
守り、支えるための環境づくりを進めることが必要です。 

《施策の方向性》 

・県民参加型の健康づくり運動を展開するとともに、民間活力を含めた地域、職域、学校、家庭等が社会
全体で相互に連携する体制づくりを推進します。 

⑤地域包括ケアシステムの構築 

《課題》 
・医療・介護を必要とする高齢者を社会全体で支える仕組みづくりとともに、認知症の方とその家族に対
する支援の強化が必要です。 

《施策の方向性》 
・市町村や関係機関と連携し、地域包括ケアシステムの構築を推進するとともに、認知症に関する普及啓
発や医療提供体制の整備を図ります。 

将来のあるべき医療提供体制の実現 

地域医療構想の実現に向けた取組等将来における必要病床数の推計


